
398

原稿テンプレート（個別記事・1ページ原稿用）

 

訪日外国人の国内周遊が航空需要に
与える影響
（研究期間：平成28年度～）

空港研究部 空港計画研究室 主任研究官 黒田 優佳

（キーワード）訪日外国人、国内周遊、広域観光、国内航空旅客流動、航空需要推計 

１．研究の背景 

日本政府観光局によると2018年の訪日外国人数は

3,000万人を突破した。近年、訪日外国人は出国空港

の所在地域内での滞在に留まらず、空港所在地域外

へも周遊する傾向が高まっている（図参照）。航空

政策検討の基礎資料となる航空需要推計モデル改善

の一環として、将来の地方空港や地方路線に対する

航空施策検討にも資するよう、訪日外国人による国

内周遊と国内航空利用の実態把握を行い、国内航空

需要への影響を分析した。 

２．訪日外国人の国内周遊の動向 

 国際航空旅客動態調査データによると、2015年に

は訪日外国人の約2割が入出国に異なる空港を利用

しており、2005年、2010年と比較してこの傾向は高

まっている。出国空港別の訪日外国人の国内周遊パ

ターンを図に示す。出国空港所在地域外へ周遊した

訪日外国人は、中部空港出国者では6割を超え、成

田・羽田空港出国者では4割近くとなっている。

図 主要空港別の国内周遊パターン 

国内周遊に航空を利用する訪日外国人は2015年時

点では全体の2%未満であり、バスや鉄道と比較して

低い割合となっている。しかしながら、今後国内周

遊が広域化・活発化すれば、航空を利用する訪日外

国人は増加するものと考えられる。 

３．訪日外国人の国内航空路線別流動量 

2015年度航空旅客動態調査データより推計した訪

日外国人利用者数が多い航空路線上位10位を表に示

す。上位10位は全て羽田・成田路線で、国内の主要

空港間を結ぶ路線である。「シェア」は訪日外国人

が全国内路線のうち当該路線を利用する割合であり、

約半数がこの10路線を利用している。首都圏空港（羽

田空港、成田空港）が国内周遊の拠点となっている

ことが伺える。 

表 訪日外国人の利用者数が多い路線上位10位 

４．今後の展開 

訪日外国人による国内周遊及び国内航空利用の動

向について、引き続きデータの集計・分析を行い、

航空需要推計モデルへの反映に向けた検討を進める。 

☞詳細情報はこちら

1) 国総研資料 No.1044、No.964

http://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/kenkyus

yosiryou.html
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順位 路線

1 羽田－新千歳 102.8 1.1% 8.2% 8.2%
2 成田－新千歳 89.1 5.3% 7.1% 15.3%
3 成田－那覇 70.3 9.4% 5.6% 20.9%
4 羽田－那覇 65.0 1.2% 5.2% 26.0%
5 羽田－伊丹 64.7 1.2% 5.1% 31.2%
6 羽田－福岡 54.2 0.7% 4.3% 35.5%
7 成田－伊丹 45.3 10.1% 3.6% 39.1%
8 成田－福岡 44.6 4.0% 3.5% 42.7%
9 関西－成田 44.3 5.3% 3.5% 46.2%

10 中部－成田 37.2 11.0% 3.0% 49.1%

訪日外国
人の割合

シェア
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我が国へのクルーズ船寄港による
経済効果の推計 （研究期間：平成27年度～）

港湾研究部 港湾システム研究室 主任研究官 佐々木友子 室長 赤倉康寛 研究官 杉田徹

（キーワード） クルーズ、経済効果、外国人旅客 

１．はじめに

我が国へのクルーズ船の寄港は2015年に1,454回、

2016年に2,017回、2017年に2,764回、2018年に2,928

回(速報値)と近年急増している(国土交通省港湾局

調べ)。このように急増するクルーズ船の寄港による

地域経済への効果には期待が寄せられており、経済

効果の定量的な把握が今後の受入環境の検討には必

要である。本稿では海外起点クルーズ船の寄港によ

る2017年の我が国全体への経済効果の推計結果を紹

介する。

２．経済効果の推計

海外起点クルーズ旅客の寄港地における消費額は、

旅客の国籍により異なると考えられる。また、2017

年観光庁訪日外国人消費動向調査を用いると、泊数

が多くなると1人1泊あたり消費単価は低減すると算

出されることから、クルーズ旅客の1寄港あたり消費

単価も、日本国内寄港港数(図-1は経路例)に応じて

低減すると想定される。

以上の想定に基づき、観光庁調査による外国人ク

ルーズ旅客の1人1日あたり旅行中支出合計額(全国

籍)と、観光庁調査より推計した訪日外国人の泊数別

や国籍別の宿泊費を除く1泊あたり消費額を用い、①

外国人旅客の国籍別・日本国内寄港港数別の消費単

図-1 海外起点クルーズの経路例

価を推計した。さらに推計・算出した②外国人旅客

の国籍別・日本国内寄港港数別旅客数、③日本国内

平均寄港港数も用いて我が国における海外起点外国

人クルーズ旅客の消費総額を推計し、直接効果とし

た(図-2)。また寄港に係る直接効果について、各船

の総トン数等の諸元をもとに、1寄港あたりの寄港に

係る直接効果(とん税、綱取放料等)を推計し、海外

起点クルーズ各船の2017年の寄港回数実績をかける

ことにより、寄港に係る直接効果とした。

推計した直接効果をもとに、総務省の2011年産業

連関表、家計調査結果より算出した消費性向を用い

て 2017 年の我が国全体への波及効果を推計した結

果を表-1に示す。直接効果と波及効果の合計は約3

千億円、雇用創出効果は約2.3万人と推計された。

図-2 海外起点クルーズ外国人旅客消費総額推計フロー

表-1 直接効果・波及効果の推計結果(2017年)

直接効果 一次波及効果 二次波及効果 合計

1,356億

円

1,158億円 600億円 3,113億円

注)一次波及効果の推計にあたり、国、港湾管理者などの

収入は控除した。

☞詳細情報はこちら
1) 沿岸域学会誌Vol.31 No.4, 我が国に寄港したク

ルーズ船と訪日クルーズ旅客の動向分析ならび
に経済効果の試算

①外国人旅客の国籍別・
日本国内寄港港数別
の消費単価

②外国人旅客の国籍
別・日本国内寄港港
数別の旅客数

③日本国内
平均寄港
港数

①消費単価 × ②旅客数 × ③寄港港数
＝我が国における海外起点クルーズ外国人旅客の消費総額

•外国人クルーズ旅客の１人１日あたり旅行中支出合計額(全国籍)

•訪日外国人の国籍別費目別の購入率、購入者単価(観光・レジャー目的)

•訪日外国人の国籍別平均泊数(観光・レジャー目的)
(観光庁 訪日外国人消費動向調査より整理)

•クルーズ船入国毎
の外国人旅客数
(国土交通省港湾局調べ)

•海外起点クルー
ズ船寄港実績

(国土交通省港湾局調べ)

•船舶観光上陸許可を受け
た外国人の国籍別人数
(法務省 出入国管理統計より整理)

注１）旅客のうち11%は12歳以下(Asia Cruise Trends 2017(CLIA))で消費額は半額と設定
注2）消費内容は博多港寄港クルーズの中国人旅客対象の調査結果(福岡市)をもとに設定

(博士(工学))
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